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○ 平成２９年度における基礎的電気通信役務の提

供に係る経営効率化等の報告について（写）
（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社）





報 告 概 要

１ 経緯 

■ ユニバーサルサービス制度に係る交付金・負担金の額等についての初年度（平成 18

年度）認可の際に、情報通信審議会（当時）から、総務省及びＮＴＴ東西に対して、

設備利用部門の費用の経営効率化の実績等を報告するよう要望があったもの。

２ 報告の概要 

(1) 平成 29年度実績

■ 平成 29年度の実績については、平成 30年８月 31日にＮＴＴ東西から報告（別

添１及び２）があり、ＮＴＴ東日本については 7.3％、ＮＴＴ西日本については

7.4％の効率化を達成。

① ユニバーサルサービスに係る設備利用部門の経営効率化の実績について

＜実績＞

(億円)

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 

平成29年度 平成28年度 増 減 率 平成29年度 平成28年度 増 減 率 

営 業 収 益 1,929 2,056 ▲6.2％ 1,939 2,075 ▲6.5％

営 業 費 用 2,199 2,459 ▲10.6％ 2,204 2,469 ▲10.7％

（内）設備利用部門費用  754 813 ▲7.3％  622 672 ▲7.4％

営 業 利 益 ▲271 ▲402 32.7％改善 ▲ 265 ▲394 32.8％改善 

＜主な取組＞ 

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 

人員数の削減 

■ 2.8万人 （H28実績）

→ 2.7万人（H29実績）

※ＮＴＴ東日本及びアウトソーシング会社等の合計 

■ 2.7万人 （H28実績）

→ 2.6万人（H29実績）

※ＮＴＴ西日本及びアウトソーシング会社等の合計 

業務の集約・ 

アウトソーシング

による効率化 

■ １１６業務に係る拠点の集約、アウトソー

シングによる効率化

  拠点数：13（H27年度末） 

→ 11（Ｈ28年度末）

※実施時期は H28 年度だが、H29 年度においては見

直し効果が通年ベースに拡大。 

■ 料金業務に係る拠点の集約による効率化

拠点数：35（H28年度末）

→ 34（Ｈ29年度末）

■ １１６業務に係る拠点の集約による効率

化

拠点数：29（H28年度末）

→ 28（Ｈ29年度末）
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資産のスリム化 

■ 集約による空きスペースの貸付を推進

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コ

ストの削減

■ 集約による空きスペースの貸付を推進

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コ

ストの削減

その他 
■ 料金請求に係る費用の抑制

■ Web受付の推進による効率化

■ 料金請求に係る費用の抑制

■ Web受付の推進による効率化

② 市場環境の変化や競争の進展等が収支に及ぼした影響について

○ＮＴＴ東日本

加入電話 

（基本料） 

○ 収益について、携帯電話及び光ＩＰ電話やアプリケーションサービスへの移行

等に伴う契約数の減少により、対前年度で▲127億円。 

○ 費用について、加入者回線コストの削減（▲71億円）や設備利用部門コストの

削減（▲59億円）等により、対前年度で▲258億円。 

○ この結果、損益は対前年度で+130億円の改善。

加入電話 

（緊急通報） 

○ 緊急通報機関の受付方式変更に伴う専用線方式の提供に係るコストの減少によ

り、損益は対前年度で+0.7億円の改善。 

一種公衆 

（市内通信） 

○ 減価償却費等の設備管理部門コストの削減（▲1.1 億円）により、損益は対前

年度で+0.6億円の改善。 

一種公衆 

（離島特例） 
○ 損益は対前年度で+0.5百万円の改善。

一種公衆 

（緊急通報） 
○ 損益は平成28年度とほぼ同額。

○ＮＴＴ西日本

加入電話 

（基本料） 

○ 収益について、携帯電話及び光ＩＰ電話やアプリケーションサービスへの移行

等に伴う契約数の減少により、対前年度で▲135億円。 

○ 費用について、加入者回線コストの削減（▲109 億円）や設備利用部門コスト

の削減（▲50億円）等により、対前年度で▲260億円。 

○ この結果、損益は対前年度で+125億円の改善。

加入電話 

（緊急通報） 

○ 緊急通報機関の受付方式変更に伴う専用線方式の提供に係るコストの減少によ

り、損益は対前年度で+0.6億円の改善。 

一種公衆 

（市内通信） 

○ 減価償却費等の設備管理部門コストの減少（▲4.1 億円）により、損益は対前

年度で+3.8億円の改善。 

一種公衆 

（離島特例） 
○ 損益は対前年度で+1.5百万円の改善。

一種公衆 

（緊急通報） 
○ 損益は平成28年度とほぼ同額。
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